
特集 開発協力の使命は
2020年代の舵取り

https://www.idj.co.jp

J A N UA R Y  2020
No.757

1国際協力の
最前線をリポートする

令和2年1月1日発行（毎月１回1日発行）昭和43年1月18日第3種郵便物認可　通巻757号

性的少数者の権利保護に動く
世界と動かぬ日本

IDJ REPORT

https://www.idj.co.jp


2020.1　国際開発ジャーナル 7IDJ　January 20206

改革のビジョン

　謹賀新年。
　新年に際し、2020年以降の政
府開発援助（ODA）を占う意味
で、ODA総本山の国際協力機構
（JICA）の機構改革に言及して
みたい。
　JICAはどういう思想で機構改
革を行おうとしているのか判然と
しないが、基本的な考え方として
は、世界が合意した持続可能な開
発目標（SDGs）に沿いながら、
日本の特意性を発揮できる分野や
技術に的を絞って機構改革に取り
組むことが本筋であろう。その上
で、日本の目指すところ（国益）
を改革に反映させる必要がある。
以下は筆者の考えの一部である。
　（1）世界的視点に立った機構
改革の思想は、真の国際貢献とし
てSDGsの目標２「飢餓をゼロ
に」に次いで、「保健」「教育」
「ジェンダー」「水・衛生」など
を上位目標にして、JICAの機構
改革の方向性を考えるべきだ。そ
の上で、目標７にもある「エネル

ギー」をはじめとする経済成長と
雇用、インフラ・産業化・イノベ
ーション、持続可能な都市づくり、
海洋資源、陸上資源など国益の絡
む開発目標をどう組織づくりに反
映させるかが大きな課題となろう。

課題部と地域部の問題点

　（２）JICA機構改革で求めら
れる大きなポイントを挙げると、
援助のソフトと言われる「社会基
盤・平和構築部」を筆頭に、「人
間開発部」「農村開発部」「産業
開発・公共政策部」「地球環境
部」などの課題部があり、それら
が援助対象地域のアジア、アフリ
カ、中南米を担当する「地域部」
と連携しながら援助を効率的・効
果的にどう実施するかが問われて
いることである。
　ところが、社会基盤・平和構築
部はまるで寄せ木細工のように援
助計画、その調整から都市・地方
開発、運輸交通部門に加え、まっ
たくアプローチの異なる「平和構
築」「復興支援」「ジェンダー平
等」まで無思想を極めている。そ

もそも「社会基盤構築」と「平和
構築」とは目的も手順も違うはず
である。
　また、人間開発部も「保健」と
「教育」が一緒に詰め込まれてい
る。この二つは本来、途上国援助
の根幹をなしているにもかかわら
ず、JICAの中では重視されてい
ない分野というイメージを与えて
いる。新しい機構改革の際は援助
の常道に基づいて「教育」と「保
健」をそれぞれ独立させて拡充す
べきであろう。
　さらに、農村開発部も農業開発
協力においては伝統的な稲作改善
協力にとどまらず、幅広い換金作
物、輸出作物へと、開発協力のニ
ーズは広がっている。そして、途
上国の農村近代化は国造りの基底
をなしている。その意味で途上国
へのセクター協力では、農村開発
のニーズは高いと言えるだろう。
　続く産業開発・公共政策部も、
まるで寄せ鍋のように産業政策と
公共政策が混在しており、セクシ
ョンとしての一体感が保たれてい
ない。即席づくりのようなイメー

ジを与えている。
　最後の地球環境部だけは、その
まま将来にも通用するセクション
である。こう見てくると、課題部
の多くが大改革を必要としている
ことが明らかになってくる。
　（３）地域部は、援助の中で一
番大切な途上国の開発要請を探知、
分析、アプローチするという重要
な役割を担っている。この援助の
先端部門がしっかりしていないと、
被援助国の開発方針、そして開発
計画の動向やその情報を見逃すこ
とになりかねない。また、途上国
の新しい要請にも機敏に対応でき
なくなる。
　さらに、もっと大切なことは、
相手の開発計画当局とのネットワ
ークを形成することであるが、現
在の地域部は海外事務所との連携
も含めて、その役割を十分発揮し
ているようには見えない。ただ、
任務期間がせいぜい２年程度では、
相手との人間関係、人脈形成の達
成は難しい。
　これをカバーするとしたら、欧
米のようにその国に精通する開発
コンサルタントを政策的に育て、
彼らとの連携による開発計画のニ
ーズ発掘、開発プロジェクト発掘
にチャレンジするしかないだろう。
そこにはコンプライアンスという
難問が待ち構えていることを念頭
に、専門領域における相手国との
人間関係を深めるという新たな仕
掛けづくりが求められる。知恵の
勝負だ。
　ところで、円借款協力は、これ
まで国際的なタイド（ヒモ付き援
助）批判を避けるために、長い時

間をかけてアンタイド化に努めて
きた。だから、ナショナル・イン
タレスト（国益）重視と言われて
も即座に馴染めないかもしれない。
ある時、国際入札が日本に有利に
なるように、日本の「スペック・
イン」を口にするJICA職員を見
ていて、国益と国際益の判断の難
しさを感じたものだが、JICAは
その難問を乗り越えなければなら
ない時代に直面している。

中央官庁との連携不足

　（４）外部との連携という点で、
一つの問題を提起したい。JICA
は2003年の独立行政法人化で、霞
が関の中央官庁との実質的な連携
や協力関係が非常に弱くなった。
特に保健衛生、教育、農業開発、都
市開発、産業化、イノベーション、
インフラなどは実務官庁との日頃
からの交流と協力が必要になる。
　ただ、インフラ、特に鉄道部門
はインドの高速鉄道計画のように、
国土交通省ではなく、官邸主導で
進められている。官邸はJICAに
対して、インフラプロジェクトの
発掘能力が弱いといって、JICA
にプロジェクト発掘能力を高める
セクションを新設させた。開発調
査がすべて短期的国益とも言うべ
きインフラ輸出に結び付くとは思
えないが、これから先の日本を考
えると、少しは短期的国益にも貢
献すべきだという要求を無視する
ことはできないだろう。
　JICAとしては、国益とも向き
合って、もっと真剣に開発計画立
案能力の形成から、そのプロジェ
クト調査、可能性調査のあり方を

進化させながら、官邸に実施の現
場まで指導されないよう自負心を
もって体制づくりに取り組む努力
が必要であろう。
　最後に一言。JICAは2003年の
独立行政法人化、そして06年の
円借款協力事業の統合以来、世界
の状況が大きく変動しているにも
かかわらず、その変化に向き合う
本格的な機構改革に挑戦している
ようには見えない。なかでも、３
つの援助機能（技術協力、無償資
金協力、有償資金協力＝円借款）
が有機的に結合し大きな成果を上
げているとは言い難い。それどこ
ろか、３つの機能が縄張り争いの
ようにばらばらに機能しているの
が目立つ。
　たとえば、技術協力の波及効果
を高めるために無償、有償の資金
協力がバックアップするとか、有
償（円借款）の効果を引き上げる
ために技術協力がバックアップす
れば、相乗効果も高まり、日本の
ODAへの国際的評価も高まるは
ずである。1つの組織が技術協力、
無償資金協力、有償資金協力とい
う３つの機能を有しているケース
は世界的に希有であることを忘れ
てはならない。

JICAの機構改革を考える
SDGsと真の国益との谷間で
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の弾圧は深刻だ。法の下の平等や
司法権の独立が確保されず、人間
の安全保障の危機でもある。
　CSDGsではこうした課題にも
取り組む必要があり、国際社会も
カンボジアを後押ししていくべき
だ。だが、SDGsの効果やプロセ
スには問題がある。一つは、法的
な拘束力がないことだ。不平等の
解消はうたっているが、難民や移
民の流入に対して十分対応できる
のか。「誰一人取り残さない」は
上から目線を感じさせ、「皆を取
り残していく」のではないかとの
危惧も出ている。また、新興国の
インフラ開発や援助が増えている
が、中国からの援助が増えたカン
ボジアでは欧米や世銀からの援助
を抑え、権威主義的国家になりつ
つある。中国やカンボジアを見て
SDGsの実現に熱心でないと思う
人は多く、世界ではそうした国は
他にもあるだろう。

寡黙な日本

　一方、先進国の援助姿勢は、途
上国の貧困削減から、成長促進重
視に転じつつある。英国は無償資
金協力だけでなく、借款も含めた
経済開発への協力を重視するよう
になった。また、カナダ、オース
トラリアは2013年に国際開発庁
を閉鎖してODAは外務省の管轄
にし、ノルウェーも同年、開発協
力大臣ポストを廃止するなど組織
を見直した。だが、ノルウェーや
スウェーデンなどは国際目標であ
るODAの対国民総所得（GNI）
比0.7％以上を維持し、意識は高

い。その点、日本は0.2
％前後で、0.7％以上に
達したことは一度もな
く、米国と下位争いを
している。根底に開発
援助の理念や倫理がな
いから、そんな風にな
ってしまうのだ。
　欧州連合（EU）は途
上国援助で大きな理念
的な影響を与えている。
カンボジアで野党党首
がつかまると、EUは人
権問題や民主主義の観
点から特恵関税見直し
などの圧力をかける。どの国も援
助は戦略的で、国益を反映してい
るが、EUや北欧の援助はそこを
越えたところでやっている。
　日本の場合、カンボジアへの協
力では、発言力はあっても寡黙に
進め、与党が全議席を占めた選挙
結果や野党弾圧にも、河野太郎前
外相が遺憾の意を示した程度だ。
選挙監視団を送らなかったのが唯
一、独裁政治に反対する日本のメ
ッセージかと思うが、選挙箱の支
援をしており、やっていることが
不明確だ。日本のODAは、イン
フラ建設、社会開発とも途上国に
大きな貢献をしてきた。カンボジ
アでは国道１号線の工事で住民移
転の問題が生じたが、その教訓を
５号線の工事に生かした。ただ、
トンレサップ川のつばさ橋はベト
ナムへ続く国道の利便性向上につ
ながったが、それ以前のフェリー
関係者や、発着場の仕事が干上が
ったりする逆の効果も生じた。

　私は「倫理的開発協力」が必要
だと申し上げたい。多文化、平和、
人権、環境といった４つの視点が
非常に重要ではないか。それが分
断と排除に直面する世界で不可欠
な開発と倫理の調和だと思う。
　その中で重要なのは、グローバ
ル開発協力だ。これまでの開発援
助を見直し、国益優先援助、イン
フラ援助とは異なる、グローバル
開発協力の視座と実践を求めたい。
第１に全員参加型の協力、第２に
パートナーシップの原則、第３に
人間の安全保障、第４に民主主義
的価値と政策環境の改善（縮小す
る市民社会スペースの確保）が必
要である。2019年は緒方貞子さ
んと中村哲さんという二人の偉大
な貢献者を失った。われわれは今
後、どのような国際協力を目指せ
ば良いのか。二人の足跡を学び、
遺志を引き継ぎながら、倫理的な
開発協力の理念と実践を求めてい
かなければならない。

４年間の共同研究を本にまとめる

　本を書いたきっかけは、2011
年の東日本大震災の後、「日本が
今まで取り組んできた経済成長や
開発のあり方全体を見直そう」と
いう機運が国際開発学会の中で盛
り上がったことだった。特に原発
は、大きな被害をもたらして避難
民を出し、持続可能ではなくなっ
たという反省も働いた。
　そこで開発途上国の実証的研究
から現在の開発の在り方を批判的
に見直していこうと、2015年か
ら４年間、研究会を続けた。最初
は世界の格差、貧困を取り上げ、
資本主義や開発の見直しも討議し
た。さらに今までの援助の反省も
込めて、国益追求や二国間援助の
枠を超えた、地球的諸課題に挑む
「グローバル開発協力」の見直し
にも取り組んだ。
　政府開発援助（ODA）の大きな
変化の一つは、絶対額の減少と、
民間資金や海外送金の増加だ。
ODAなど公的資金の地位が相対
的に下がってきた。また日本の
ODAは2000年以降、経済協力開
発機構（OECD）諸国のトップで
なくなった。さらに、開発協力の
「量から質への変化」もある。最

近は税金を使った開発の効果が厳
しく問われる時代になった。開発
アクターも変化し、中国やインド
など新興国が登場している。そし
て債務の問題もある。ODAを中
心とした批判、世界銀行の構造調
整プログラムから出てきた債務問
題をきっかけとした批判がある。
さらにSDGsもグローバル開発協
力を考えるきっかけになった。
2015年までのミレニアム開発目
標（MDGs）には入っていなか
った成長、雇用、格差、人権、気
候変動、平和が新たに入った。そ
こに先進国も、大学や企業も参加
できるようになった。SDGsの背
景には、経済学者ポール・コリア
ーの著書『最低辺の10億人』で
指摘された「貧困の主流化」や、
イスラム過激派の台頭も含めた内
戦・紛争の影響、難民・移民の流
入などに対し、MDGsが対応で
きなかった反省があった。

SDGsの目標と新しい罠

　多くのアジア諸国ではSDGsに
対し、その国独自の取り組みを進
めている。カンボジアはMDGs
にもそれなりに取り組んだが、
SDGsでは自国の頭文字のCを付
けた「CSDGs」を作った。この

CSDGsには、SDGｓの17の目標
に、「地雷廃絶」を18番目の目
標として加えている。
　ただ、課題は多い。経済成長率
は毎年７％前後だが、同時に格差
も拡大している。そこには、「新
しい貧困の罠」という現象がある。
開発学研究者のロバート・チェン
バースは物質的貧困や孤立化、政
治力・交渉力の欠如といった５つ
の状態が複雑に絡み合い、人々が
貧困の悪循環に陥ることを「窮乏
化の罠」と呼んだ。これに代わり、
近年の途上国では、農業と環境の
危機、人間の基本的人権の危機、
経済のグローバル化の危機といっ
た新たな要因が貧困を生み出して
いる。
　カンボジアの場合、気候変動に
よって干ばつが発生し、一次産品
の生産が落ちている。東南アジア
最大の湖であるトンレサップ湖で
は汚染も起きている。経済のグロ
ーバル化が都市と貧困の格差をさ
らに拡大させ、貧農や出稼ぎが増
え、隣のタイには150万人の労働
者が流出している。シェムリアッ
プの農村では、出稼ぎで家庭から
男性が消え、母子と年老いた親ば
かりになっている。また、政府に
よる野党やNGO、マスメディア
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「倫理的開発協力」の勧め
二国間援助の枠を超えたグローバルな協力を目指して
2020年代が幕明けした。持続可能な開発目標（SDGs）の取り組みにも一層、本腰を入れる必要があ
る。この時代を貫く開発協力の重点は何だろうか。19年10月に発刊された『SDGs時代のグローバル
開発協力論～開発援助・パートナーシップの再考』（明石書店）の編著者、重田康博・宇都宮大学教
授に聞いた。
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